
開 催 趣 旨 

1 

第1回中部河川維持管理技術に関する意見交換会 

資料１ 



河川の維持管理を取り巻く情勢 

●災害の激甚化 
 ・時間雨量50mmを上回る短時間降雨の発生件数が増加【参01】 

 ・平成29年7月九州北部豪雨など大規模水害が頻発【参02】 等 

●既存ストックの老朽化 
 ・中部地整所管河川管理施設の約5割は設置後40年経過【参03】 等 

●維持管理への社会的な関心の高まり 
 ・中央自動車道笹子トンネル天上版の落下事故【参04】 

 ・河川管理施設等の適正な維持・修繕が法定義務化【参05】 等 

●厳しい財政状況 
 ・20年後に維持管理・更新費用が投資総額を超過【参06】 等 

●少子高齢化、人口減少⇒技術者不足、技術力低下 
 ・毎年52.8万人の生産年齢人口が減少【参07】 

 ・職員が減少【参08】 等 
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河川特有の技術的制約 ⇒ 対応策 
●河川特有の技術的制約(維持管理上) 
 ・長大な延長を有する堤防や河道 

 ・自然公物、歴史的産物 

 ・川毎の特質、特性 

 ・経験的な技術、科学的に十分に解明されていない技術 

 ・順応的な管理、等 

河川維持管理技術者 学識者・有識者 

河川管理者 

連携 
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中部河川維持管理技術に関する意見交換会 

今後の進め方(案) 
●開催目的 
 ・河川維持管理水準の持続的な確保・向上を 
  効率的・効果的に図る 
●メンバー 
 ・学識者・有識者 
 ・河川維持管理技術者 
 ・河川管理者 
●開催頻度 
 ・年１回を基本に、適宜開催 
●議事内容 
 ・河川維持管理技術に関する 
   情報共有(最新の取組、技術等) 
   意見交換(諸課題の対応策等)、等  4 



【参01】 雨の降り方の変化 

<出典>水害レポート2017：国土交通省ホームページ，http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/pdf/suigai2017.pdf 5 

近年、時間雨量50mmを上回る短時間降雨の発生件数が増加 
また、総雨量1,000mm以上の雨も記録する等、 
雨の降り方が局地化、集中化、激甚化 



【参02】 総雨量1,000㎜を超える大雨の発生 
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全国各地で総雨量1,000mmを超える大雨が頻発し、 
大規模な水害・土砂災害が発生 

<出典>水害レポート2017：国土交通省ホームページ，http://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/pdf/suigai2017.pdf 



【参03】 河川管理施設の老朽化 
中部地方整備局所管河川管理施設の設置経過年数 
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【参04】 平成24年 笹子トンネル事故 

8 <出典>第５回国道（国管理）の維持管理等に関する検討会 資料２維持管理に係る最近の動きについて：国土交通省ホームページ，
https://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/road maintenance/pdf/25.pdf 

NHKクローズアップ現代でも取り上げられ、全てのインフラの｢維持管理｣が問われる 

発生日時：平成２４年１２月２日（日）  ８：０３頃 
発生場所：中央自動車道（上り）笹子トンネル内（延長４.７km 大月JCT～勝沼IC間） 
発生状況：東坑口から約1.7km付近において、トンネル天井板が落下。車両３台が下敷き、 
     うち２台が火災となり焼損。死者９名、負傷者２名。 



【参05】 平成25年 河川法の一部改正 

（１）河川管理者による水防活動への協力 
 
（２）事業者等による自主的な水防活動の促進 
 
（３）河川管理施設等の維持又は修繕 
  河川管理者又は許可工作物の管理者は、河川管理施設
又は許可工作物を良好な状態に保つよう維持し、修繕する
こととし、そのために必要な技術的基準を政令で定めること
とする。 
 
（４）河川協力団体制度の創設 
 
（５）従属発電のための水利使用に関する登録制度の創設 
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【参06】 平成21年度 国土交通白書 

<出典>平成21年度土交通白書：国土交通省ホームページ，http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h21/hakusho/h22/pdf/kp121000.pdf 

今後の投資可能総額の伸びが2010年度以降対前年度比±0％で、

維持管理・更新に関して今まで通りの対応をした場合は、維持

管理・更新費が投資総額に占める割合は2010年度時点で約50％

であるが、2037年度時点で投資可能総額を上回る。 

維持管理・更新費の推計（従来通りの維持管理・更新をした場合） 
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【参07】 生産年齢人口等の推移 

<出典>働き方改革実行計画 参考資料：首相官邸ホームページ，http://www.kantei.go.jp/jp/singi/hatarakikata/pdf/sankou_h290530.pdf 

△52.8万人/年 
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【参08】 国土交通省職員の推移 

12 <出典>府省別国家公務員数をブラフ化：総務省ホームページ，http://www.stat.go.jp/data/nenkan/67nenkan/27.htm 

15年間で9,340人(約19.1％)減少 
      年平均623人減少 
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